
地域連携・快適避難所運営モデル事業補助金取扱要領

地域連携・快適避難所運営モデル事業補助金については、地域連携・快適避難所運営モデ
ル事業補助金交付要綱（以下「要綱」という。）に定めるもののほか、この要領により行う。

１ 補助対象事業（要綱第２条関係）
自主防災組織、学校、企業などの地域の様々な主体が連携・協働して、実際の避難所に

おいて行う避難所運営体制の構築に係る取組が対象となる。過去に本補助金事業の交付を
受けた団体が同一の内容で申請する事業は対象としない。

【補助事業の条件】
①避難所個別の運営要領の作成又は点検・見直し
②避難所運営訓練の実施
③訓練用避難所資機材等の整備（任意）

【上記条件の説明】
①実際の避難所（指定避難所）において、避難所運営体制を整備し、運営に必要な事
項を記載した要領を作成する。
・運営組織の編成、班構成の決定
・居住空間、共有空間等の部屋（区画）割り 等
なお、既に作成されている場合は、本事業で実施する避難所運営訓練の実施結果を
踏まえて点検・見直しを行う。

②作成した運営要領に基づき、実際の避難所（指定避難所）において訓練を実施する。
・運営組織や班構成、居住空間の区画割り等の検証
・開設訓練（施設の開錠・施設点検・避難所内レイアウト・避難者の受入れ等）
・備蓄品操作（設備の設置・簡易トイレ組立て等）

③本事業で実施する避難所運営訓練に使用する資機材等に限定する。
なお、資機材購入経費の割合が高い提案については、選定にあたって、評価が低
くなることがあるとともに、資機材等の減額等の変更を求めることがある。

２ 補助対象経費・補助率・補助額

補助対象経費 報償費 避難所運営要領の作成、避難所運営訓練等に必要
な講師やアドバイザー等の外部有識者の謝礼に要
する経費

費用弁償 避難所運営要領の作成、避難所運営訓練等に必要
な講師やアドバイザー等の外部有識者の旅費に要
する経費

需用費 消耗品費、資料等作成費、資料等購入費、燃料費、
印刷費

役務費 郵便、運搬、電話、インターネット等の通信に要
する経費、保険料

委託料 事業の実施に必要な委託に要する経費

使用料及び賃借料 会場借上料、資機材借上料

備品購入費 訓練の実施に必要な資機材の購入に要する経費
（総事業費の２分の１以内）

その他経費 その他特に必要と認められる経費
（事業実施者の経常経費、利益となる経費は除く。）

補助率 補助対象経費の１／２以内

補助限度額 事業１件当たり１０万円まで



３ 事業実施期間
当該年度の３月３１日までに実施・終了する事業であること。

４ 事業提案書の提出（要綱第４条関係）
（１）募集期間

別途知事が定める期間とする。
（２）提出書類

事業提案書（様式１）に次の書類を添付し提出すること。
①事業計画書（様式２）
②収支予算書（様式３）
③歳入歳出予算(見込)書の写し又は予算計上確約書（様式適宜）
④事業内容に係る資料（様式適宜）

（３）提出先
徳島県防災人材育成センター 啓発・人材育成担当
住所 〒771-0204 板野郡北島町鯛浜字大西１６５
電話 088-683-2100 ﾌｧｸｼﾐﾘ 088-683-2002
電子メール bousaijinzaiikusei-info@pref.tokushima.lg.jp

５ 事業の選定方法（要綱第４条関係）
事業の選定は、提出された事業提案書（関係書類を含む）をもとに、書類審査により決

定する。審査は、以下の項目について実施する。（審査等に関する問い合わせには応じない。）
なお、一つの団体から応募できる提案は１件までとし、また、審査の結果については、

団体あてに書面で通知する。
（１）適合性

事業の目的・内容が地域連携・快適避難所運営モデル事業補助金の趣旨に合致する
か。また、事業の成果目標・効果が補助金の趣旨に合致するか。

（２）実効性
事業実施にあたり、市町村や地域の様々な主体（自主防災組織、学校、企業等）と

の連携がとれる体制であるか。また、地域の実情にあった体制づくりとなっているか。
（３）工夫点

個別の避難所における課題の解決など、よりよい避難所運営体制を構築するために、
どのような工夫がなされているか。

（４）継続性・発展性
事業終了後も避難所運営体制が維持され、訓練などを通して見直しが継続される事

業計画となっているか。
（５）計画性

事業計画は十分に練られているか。また、事業の予算や実施方法は事業の目的に対
して妥当であるか。

６ 事業実績等の公表
本事業で実施された取組について、他地域への普及を図るため、事業実施にあたって作

成した計画書、実績報告、運営要領等の成果物については、個人情報等を伏して公表する
ものとする。



様式１

年 月 日

徳島県知事 殿

所在地

団体名

代 表 者 名 印

地域連携・快適避難所運営モデル事業補助金事業提案書

地域連携・快適避難所運営モデル事業補助金交付要綱（第４条第１項）の規定により、

次のとおり関係書類を添えて事業を提案します。

１ 事 業 名 年度 地域連携・快適避難所運営モデル事業

２ 交付申請額 金 円

３ 関係書類

（１）事業計画書（様式２）

（２）収支予算書（様式３）

（３）歳入歳出予算（見込）書の写し又は予算計上確約書

（４）事業内容に係る資料（事業の概要が分かる資料や図面など、事業計画書の内容

を補足する資料）



様式２

年 月 日

事業計画書

団体名

代表者氏名

担当者氏名

担当者連絡先

担当者メールアドレス

１ 事業の内容

（１）事業の概要

避 難 所 名

（地 区 名）

モデルとなる ①避難所を利用する地域の特徴や世帯数を記載してください。

避 難 所 の 特

徴、課題、方

向性について

②避難所運営の課題について記載してください。

③課題解決に向けた取組の方向性について記載してください。

事業実施体制 ①連携する組織(団体)の名称、各組織の構成員、各組織の役割を記載してください。

※現在連携が決まっている組織（団体）のほかに、今後連携を予定している組織

等があれば、その旨記載すること。

②避難所運営への女性の参画について記載してください。

※女性の運営リーダーの配置、訓練や研修への女性の参画 等



事 業 内 容 ①これまでの取組を記載してください。

②今回実施しようとする事業内容を記載してください。

※いつ、だれを対象に、何を、どの程度実施するのか、また、各組織の役割につ

いて、できる限り詳細に記載すること。

③今後の予定を記載してください。

※今回実施しようとする事業内容を、事業終了後にどのように継続・発展させて

いくのか、また、他の避難所にどのように普及させていくのか等について記載す

ること。

事 業

スケジュール

事 業 費 総事業費 円

（うち交付対象経費 円）

事業実施期間 年 月 日 から 年 月 日 まで



（２）事業の詳細説明

①成果目標 ※事業の成果目標について、できるだけ具体的に記載してください。

②実効性 ※市町村や地域の様々な主体(自主防災組織、学校、企業等)とがどのように連携体制

をとるのか、また、どのような点で地域の実情にあった体制になっているかを記載し

てください。

③工夫点 ※個別の避難所における課題の解決など、よりよい避難所運営体制を構築するために

どのような点を工夫したかを記載してください。

④継続性・ ※事業終了後、どのように避難所運営体制を維持し、訓練などを通して見直しを継続

発展性 していくのかを記載してください。

⑤特記事項 ※特に説明しておきたい事項等があれば、記載してください。



様式３

収支予算書

（１）収入の部

（単位：円）

区 分 本年度予算額 備 考

県費補助金

自 主 財 源

そ の 他

計

（２）支出の部

（単位：円）

区 分 本年度予算額 支出先 予算額の積算根拠等（単価・数量等）

例１）○○講習会講師謝金 ○円×○回＝○円

例２）○○講習会講師旅費 ○円×○回＝○円

計



様式４

変更（中止・廃止）事業計画書

団体名

代表者氏名

担当者氏名

担当者連絡先

担当者メールアドレス

１ 事業変更（中止・廃止）の理由

２ 補助事業の内容の変更

変

更

前

変

更

後

３ 変更後の事業実施期間

年 月 日 ～ 年 月 日



様式５

事業実績書

団体名

代表者氏名

担当者氏名

担当者連絡先

担当者メールアドレス

１ 事業の目的

※事業内容、実施事項、実施方法などについて記載してください。

２ 事業内容

(1) 事業実施により得られた成果

(2) 事業により得られた波及効果

(3) 今後の展望

３ 事業実施期間

年 月 日 ～ 年 月 日



様式６

収支精算書

（１）収入の部

（単位：円）

区 分 本年度決算額 備 考

県費補助金

自 主 財 源

そ の 他

計

（２）支出の部

（単位：円）

区 分 本年度決算額 支出先 予算額の積算根拠等（単価・数量等）

例１）○○研修会講師謝金 ○円×○回＝○円

例２）○○研修会講師旅費 ○円×○回＝○円

計


